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Ⅰ　平成 29年分の年末調整における留意事項等

　平成２９年分の所得税の計算において、給与収入１，０００万円超の場合の給与所得控除額は２２０万円が上

限とされています。

　この改正に伴い、「給与所得の源泉徴収税額表（月額表、日額表）」、「賞与に対する源泉徴収税額の算出

率の表」及び「年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表」が改正されています。

　平成２９年１月１日以後に支払うべき給与等の源泉徴収の際には、「平成２９年分　源泉徴収税額表」を、

平成２９年分の年末調整の際には、「平成２９年分の年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の

表」（８２ページ参照）を使用してください。

１　給与所得控除額の改正

　所得税の源泉徴収義務者は、平成２５年１月１日から平成４９年１２月３１日までの間に生ずる所得について源

泉所得税を徴収する際、復興特別所得税を併せて徴収し、源泉所得税の法定納期限までに、その復興特別

所得税を源泉所得税と併せて国に納付しなければなりません。

（注）　  租税条約の規定により、所得税法及び租税特別措置法に規定する税率以下の限度税率が適用される場合には、復興

特別所得税は課されません。

　このため、年末調整において年税額を計算する際にも、復興特別所得税を含めた年税額（以下「年調年

税額」といいます。）を算出する必要があります。

　なお、毎月の給与や賞与については、税務署から配布している源泉徴収税額表に基づき、所得税及び復

興特別所得税の合計額を源泉徴収することができます。

○　年調年税額の計算方法

　　年調年税額は、算出所得税額から（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額を控除した後の税額（年

調所得税額）に１０２.１％を乗じて算出します（１００円未満の端数は切り捨てます。）。

２　復興特別所得税の計算

○　注意

　　平成２４年分以前の源泉徴収簿や、復興特別所得税に対応していない給与計算ソフト等の使用は、復興

特別所得税の徴収漏れの原因となりますので、注意してください。

【源泉徴収簿の年末調整欄を使用した計算】
 
 
 
調
 
 
 
 
 
 
整 

（1,000円未満切捨て） 

（ 特 定 増 改築等）住宅借入金等特別控除額  

年調所得税額（⑲－⑳、マイナスの場合は 0） 

年 調 年 税 額 （  × 1 0 2 . 1 %） 

差 引 超 過 額 又 は 不 足 額（ －⑧） 

本年最後の給与から徴収する税額に充当する金額 

未払給与に係る未徴収の税額に充当する金額 

差 引 還 付 す る 金 額（ － － ） 

本 年 中 に 還 付 す る 金 額  

翌 年 に お い て 還 付 す る 金 額  

本 年 最 後 の 給 与 か ら 徴 収 す る 金 額  

翌 年 に 繰 り 越 し て 徴 収 す る 金 額  

（⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯）
差引課税給与所得金額（⑨－⑰） 
及び算出所得税額 

○ 22

○ 21

○ 23 ○ 24 ○ 25

○ 19

○ 20

○ 21
（100円未満切捨て） 

⑱ 

超 過 額 

の 精 算 

不 足 額 

の 精 算 

同上の 

うち 

○ 22

○ 23

○ 24

○ 25

○ 26

○ 27

○ 28

○ 29

○ 30

164,100

140,000

24,100

24,600

123,282

122,804
122,804

2,616,000

　「年調所得税額㉑」欄の金額に 102.1％を乗じて、復
興特別所得税を含む年調年税額を算出します（100円未
満の端数は切り捨てます。）。

㉑× 102.1％
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　「給与支払事務所等の移転届出書」について、移転後の給与支払事務所等の所在地の所轄税務署長への

提出が不要とされました。

　このため、平成２９年４月１日以後の移転に係る当該届出書については、移転前の給与支払事務所等の

所在地の所轄税務署長へのみ提出すればよいことになりました。

３　給与支払事務所等の移転届出書に関する改正

４　配偶者控除及び配偶者特別控除に関する改正（平成 30年から適用）

平成３０年から、配偶者控除及び配偶者特別控除に関する改正が行われています。

詳しくは、72ページをご確認ください。


